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貸 借 対 照 表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別
科目

当期（第63期）
平成14年  2月28日

前期（第62期）
平成13年  2月28日

増　　　減

（　資　産　の　部　）

Ⅰ　　流 動 資 産           
　　　現 金 及 び 預 金           

　　　受 取 手 形           
　　　営 業 未 収 金           

　　　有 価 証 券           
　　　自 己 株 式           
　　  製 品           

　　　仕 掛 品           
　　　貯 蔵 品           

　　　前 渡 金           
　　　前 払 費 用           

      短期貸付金（現先）           
　　　関係会社短期貸付金           
　　　そ の 他 短 期 貸 付 金           

　　　未 収 金           
　　　繰 延 税 金 資 産           

　　　そ の 他           
　　　貸 倒 引 当 金           

８，０１３

９４
５，７４８

－
－

２１２

９
３０

３２
６２２

－
５，２３５

５７

－
９１７

１，５６４
△１，８８７

７，２７０

１０３
５，９４９

３，３４２
０

３０９

２１
３３

７０
６５５

２，９９８
７，７３７

８

９，３６８
９８６

６０７
△２，１８７

７４３

△９
△２０１

△３，３４２
　　　　　　　△０

△９７

△１１
△２

△３８
△３２

△２，９９８
△２，５０２

４８

△９，３６８
△６９

９５６
３００

　　　流 動 資 産 合 計           ２０，６４９
　

３８，９４１

５７４
２１７

７
７４８

３９，４００

３９０

３７，２７４
　

３８，２１９

５８３
２５１

１
６３４

３９，０１０

７７９

△１６，６２４
　

７２２

△９
△３３

５
１１３
３９０

△３８８

８０，２８０

１，５０４

１０，９４３
３０５

３６０

７９，４７９

－

１０，９４３
３２８

３９４

８００

１，５０４

－
△２２

△３３

Ⅱ　　固 定 資 産           

(1) 有 形 固 定 資 産           
　　　建 物           
　　　構 築 物           

　　　機 械 及 び 装 置           
　　　車 両 運 搬 具           

　　　器 具 及 び 備 品           
　　　土 地           

　　　建 設 仮 勘 定           
　　　有 形 固 定 資 産 合 計           

(2) 無 形 固 定 資 産           

営 業 権           
　　　借 地 権           

      ソ フ ト ウ ェ ア           
　　　そ の 他           

　　　無 形 固 定 資 産 合 計           

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産           
　　　投 資 有 価 証 券           

　　　関 係 会 社 株 式           
　　　出 資 金           

　　　長 期 貸 付 金           
　　　長 期 前 払 費 用           

　　　差 入 保 証 金 ・ 敷 金           
      繰 延 税 金 資 産           
　　　そ の 他           

　　　貸 倒 引 当 金           

１３，１１４

１０，６９０

１２，４１３
５

１，０１７
１，２８２

５９，５６０
３，２６９

６３４

△７１

１１，６６５

７，９９４

１２，５６０
５

１，０２１
１，２８４

５９，９５５
３，８３０

２１５

△６

１，４４８

２，６９５

△１４６
－

△４
△１

△３９４
△５６１
４１９

△６５
　　　　　　　　　　　　　

　　　投資その他の資産合計           ８８，８０２ ８６，８６０ １，９４１

      固 定 資 産 合 計           

Ⅲ　　繰 延 資 産           
　　　社 債 発 行 差 金           

１８２，１９６

－

１７８，００６

３３

４，１９０

△３３

　　　繰 延 資 産 合 計           － ３３ △３３

　　　資 産 合 計           ２０２，８４６ ２１５，３１４ △１２，４６７
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貸 借 対 照 表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別
科目

当期（第63期）
平成14年  2月28日

前期（第62期）
平成13年  2月28日

増　　　減

（　負　債　の　部　）

Ⅰ　　流 動 負 債           
　　　支 払 手 形           

　　　営 業 未 払 金           
　　　短 期 借 入 金           
　　　一年以内返済予定長期借入金

　　　未 払 金           

　　　未 払 法 人 税 等           
　　　未 払 費 用           

　　　前 受 金           
　　　預 り 金           

　　　賞 与 引 当 金           
　　　返 品 調 整 引 当 金           
　　　単行本在庫調整引当金           

　　　一 年 以 内 償 還 社 債           
　　　一年以内返済受入保証金

　　　そ の 他           

９４４

１４，２０５
１１，９３０

１４，２３９
５，１０９

１４５

９０１
２０９

２８８
５３４

９
７７

１０，０００

３，６７４
３７５

９５３

１４，５１２
１７，４１５

８，３９２
３，９３７

７２５

９８５
１５８

３１３
５５４

２２
１１８

４，７００

４，２８９
１１８

△８

△３０６
△５，４８５

５，８４７
１，１７１
△５７９

△８４
５０

△２５
△１９

△１３
△４１

５，３００

△６１５
２５６

　　　流 動 負 債 合 計           

Ⅱ　　固 定 負 債           
　　　社 債           
　　　転 換 社 債           

　　　長 期 借 入 金           
　　　長 期 未 払 金           

　　　退 職 給 与 引 当 金           
　　　退 職 給 付 引 当 金           

　　　役員退職慰労引当金           
      債務保証損失引当金           
　　　受 入 保 証 金           

６２，６４３

２，０００

２，６７４
２７，２４６

－

－
１６２

３０５
３５０

５０，０４６

５７，１９６

２１，７００

５，０００
２７，００５

１

１６
－

４００
３５０

５３，３１２

５，４４６

△１９，７００

△２，３２６
２４１
△１

△１６
１６２

△９５
－

△３，２６６

　　　固 定 負 債 合 計           ８２，７８３ １０７，７８６ △２５，００２

負　　債　　合　　計 １４５，４２７ １６４，９８３ △１９，５５５

２５，２２４

２４，６４９
６８１

６，０１１

１，２４３

２１，７９３

２１，２１８
６５８

１０，０１１

△ ３，３４９

３，４３１

３，４３１
２３

△ ４，０００

４，５９３

７，２５４ ６，６６１ ５９３

       △３７８ － △３７８

（　資　本　の　部　）
Ⅰ　　資 本 金           

Ⅱ　　資 本 準 備 金           
Ⅲ　　利 益 準 備 金           

Ⅳ　　そ の 他 の 剰 余 金           
　　任 意 積 立 金           
　　　別 途 積 立 金          

　　当期未処分利益又は
　　当期未処理損失(△)

その他の剰余金合計           
Ⅴ　　その他有価証券評価差額金

Ⅵ　　自 己 株 式           
５７，４３０

△１１
５０，３３１

－
　　　　７，０９９
            △１１

資　　本　　合　　計 ５７，４１９ ５０，３３１ ７，０８８

負債及び資本合計          ２０２，８４６ ２１５，３１４ △１２，４６７
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損 益 計 算 書

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別

　科目

当期（第63期）
自平成１３年 ３月　１日
至平成１４年 ２月２８日

前期（第62期）
自平成１２年 ３月　１日
至平成１３年 ２月２８日

増　　　減

Ⅰ　　売 上 高           
　　　　専 門 店 売 上 高          

　　　　そ の 他 の 売 上 高          　　　　
Ⅱ　　売 上 原 価           
　　　　専 門 店 仕 入 高          

　　　　そ の 他 の 売 上 原 価          

２４８，５２５
２４２，７５３

５，７７１

２１９，８０８
２１５，２９４

４，５１３

２４６，１２６
２４０，１５３

５，９７２

２１７，９５４
２１３，２０１

４，７５２

２，３９８
２，５９９

△２００

１，８５３
２，０９３

△２３９

　　　　売 上 総 利 益          

　　　　返品調整引当金繰入額
　　　　返品調整引当金戻入額

２８，７１７

－
１３

２８，１７２

１
－

５４５

△１
１３

　　　　差 引 売 上 総 利 益          

Ⅲ　　営 業 収 入           

２８，７３０

１，６１２

２８，１７０

１，５９０

５５９

２２

　　　　営 業 総 利 益          

Ⅳ　　販売費及び一般管理費           

３０，３４２

２３，４１２

２９，７６０

２３，４６４

５８１

△５１

　　　　営 業 利 益          

Ⅴ　　営 業 外 収 益           
　　　　受 取 利 息          
　　　　受 取 配 当 金          

　　　　雑 収 入          

Ⅵ　　営 業 外 費 用           
　　　　 支 払 利 息          

　　　　 社 債 利 息          
　　　　 社 債 発 行 差 金 償 却          

　　　　 社 債 発 行 費          
　　　　 雑 支 出          

６，９２９

６３７

２４２
３１

３６３

１，８４７
９９４
４７２

３３
－

３４７

６，２９６

６６６

２７４
３６

３５４

２，０７６
１，０６０

７３３

３３
１２

２３６

６３２

△２８

△ ３１
△ ４
８

△２２８
△６６

△２６０

△０
△１２

１１０

　　　　経 常 利 益          

Ⅶ　　特 別 利 益           
　　　  投資有価証券売却益          
　　　　有価証券評価損戻入益

　　　　投資有価証券評価損戻入益
　　　　貸 倒 引 当 金 戻 入 益          

　　　　買 取 請 求 和 解 金          
        過年度撤去費修正益          

Ⅷ　　特 別 損 失           
　　　　固 定 資 産 除 却 損          

　　　　 投資有価証券売却損          
　　　　 子会社株式売却損          

　　　　投資有価証券評価損          
　　　　ゴルフ会員権評価損          
　　　　子 会 社 株 式 評 価 損          

　　　　貸 倒 引 当 金 繰 入 額          

債務保証損失引当金繰入額

              子 会 社 整 理 損          
        関 連 先 事 業 整 理 損          
        特 別 退 職 金          

５，７１９

             ６９６

７２
－

－
８９

５３３

             －

４，３６１

　　　　     ９７８
　　　　 １２

２５
         １，５８６

　　　　　　 ６５
　　　　 ８５４
　　　　 ６８０

             －
                 －

         －
             １５８

４，８８６

１，５７７

１
１，２４５

１６２
－

　　　　　　     －

       　　　１６８

１２，８６８

　　　　     ９１７
　　　　 ５，０６９

　　　　         －
             ２２７

　　　　　　 １２７
　　　　 ２，９００
　　　　 １，９１４

             ３５０
         １，１３５

         ２２５
             －

８３３

△８８１

７１
　　　 △１，２４５

         △１６２
 ８９
５３３

 △１６８

△８，５０６

 ６０
 △５，０５６

２５
 １，３５９

 △６２
△２，０４５
 △１，２３４

 △３５０
 △１，１３５

△２２５
 １５８

　　　　税引前当期純利益又は
        税引前当期純損失(△)

　　　　法人税、住民税及び事業税
        法 人 税 等 調 整 額          

２，０５４

２２

９０５

△ ６，４０３

１，２００

△３，８５０

８，４５８

△１，１７７

４，７５５

１，１２７

　　　　　 　　４０２

△ ３，７５３

　　　　　 　　６５０

４，８８１

△２４７

　　　　当期純利益又は

　　　　当期純損失(△)
　　　　前 期 繰 越 利 益          

　　　　中 間 配 当 額          
　　　　中間配当に伴う利益準備金積立額

　　　　　　 ２８７
　　　　　　　 －

　　　　　　 ２２４
　　　　　　　 ２２

６３
△２２

　　　　当期未処分利益又は当期未処理損失(△) １，２４３ △３，３４９ ４，５９３
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利 益 処 分 案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　期　別

科　目

 当期（第６３期）          
　自 平成13 年 3 月 1 日

　至 平成14 年 2 月28日

 前期（第６２期）          
　自 平成 12年 3月 1日

　至 平成 13年 2月28日
    増　減

当期未処分利益又は          
当期未処理損失( △)           

任意積立金取崩額          

別途積立金取崩額         

　  　１，２４３

      　　　　－

　　△３，３４９

      ４，０００

 　４，５９３

 △４，０００

合　　　　計 　　　１，２４３ 　　　　　６５０ 　　　 ５９３

これを次のとおり処分いたします

利 益 準 備 金          

配 当 金          

取 締 役 賞 与 金          

任 意 積 立 金          

別 途 積 立 金         

　　　　　　　－

　　　　　３０１
　（１株につき４円）

　
　

　　　　　  ４０
　

　
　
　　　　　２５０

　　　　　　２３

　　　　　２２４
　（１株につき４円）

　

　　　　　　　－
　

　
　
　　　　　　　－

       △２３

         ７６

       　４０

     　２５０

次 期 繰 越 利 益          　　      ６５２ 　　　　　４０２      　２４９

　　　　（注）１．平成１３年１１月１日に２８７百万円（１株につき４円）の中間配当を実施い

　　　　　　　　　たしました。

　　　　　　　２．利益配当金は、単元未満株式の買取請求による自己株式２０，９８１株を除い

                  て計算しております。
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売 上 高 及 び 営 業 収 入 の 内 訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 （単位　百万円：未満切捨）

当期（第６３期）
（ 自 平 成 １ ３ 年 ３ 月 １ 日 ～ 至 平 成 １ ４ 年 ２ 月 ２ ８ 日 ）

前期（第６２期）
（ 自 平 成 １ ２ 年 ３ 月 １ 日 ～ 至 平 成 １ ３ 年 ２ 月 ２ ８ 日 ） 増　　減

　　　　　　　期　別

科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

衣　　料　　品

身　　回　　品

雑　　　　　貨

食　　　　　品

飲　　　　　食

そ　　の　　他

　 １０７，８１４

　　 ３４，１３１

　　 ４３，２４８

　　 １１，０７５

　　 １２，９６３

　　 ３３，５１８

　　 ％
43.2

13.6

17.3

 　4.4

　 5.2

　13.4

　 １１０，０９１

　　 ３４，７４７

　　 ４３，９３６

　　 １０，９６４

　　 １２，４９４

　　 ２７，９１８

　　 ％
44.5

14.0

17.7

 　4.4

　 5.1

　11.3

 　△２，２７６

　 　　△６１５

   　　△６８７

　  　 　１１１

　　     ４６８

　   ５，５９９

専

門

店

売

上

高

小　　　　　計 　 ２４２，７５３   97.1 　 ２４０，１５３   97.0  　　２，５９９

劇　　　　　場

出　　　　　版

そ　　の　　他

　　　 ４，１９４

　　　　　 ３７０

　　　 １，２０６

　 1.7

 　0.1

 　0.5

　　　 ４，４９１

　　　　　 ４３０

　　　 １，０５０

　 1.8

 　0.2

 　0.4

　　　 △２９７

　　     △５９

　 　　　１５５

そ

の

他

売

上

高 小　　　　　計 　　　 ５，７７１ 　 2.3 　　　 ５，９７２ 　 2.4      　△２００

売　　上　　高　　計 　 ２４８，５２５ 　99.4 　 ２４６，１２６ 　99.4  　　２，３９８

営　　業　　収　　入 　　　 １，６１２ 　 0.6 　　　 １，５９０ 　 0.6  　　      ２２

合　　　　　　　　計 　 ２５０，１３７  100.0 　 ２４７，７１６  100.0  　　２，４２１

　　　（注）専門店売上高のその他はサービス等であります。
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重 要 な 会 計 方 針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　子会社株式…………………………移動平均法による原価法

　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの･･……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　より処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

　　　　　時価のないもの･･……………移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　製 品      ……総平均法による原価法

　　　仕 掛 品      ……個別法による原価法

　　　貯 蔵 品      ……個別法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産　建物（建物附属設備は除く）

　　　　　　　　　　　　　　………定額法

　　　　　　　　　　その他の有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　………定率法

　　　無形固定資産  定額法

　　　　　　　　　　なお、営業権については、商法に規定する最長期間（5 年）にわたる均等償却を行ってお

　　　　　　　　　　ります。ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（5年）に基

　　　　　　　　　　づく定額法を採用しております。

　　　長期前払費用　定額法

４．繰延資産の処理方法

　　　社債発行差金……社債償還期間により均等償却しております。

５．引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による算定額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２） 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３） 退職給付引当金

従業員に対する退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（1,595 百万円）については、15 年による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12 年）による定額

法により、発生の翌期から費用処理することとしております。

（４） 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（５） 返品調整引当金

期末日以降に発生が予測される返品による損失に備えるため、税法の規定による損金算入限度相当額

を計上しております。

（６） 単行本在庫調整引当金

出版後一定期間を経過した単行本について売れ残り在庫の発生による損失に備えるため、税法の規定

による損金算入限度相当額を計上しております。

（７） 債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態の実情を勘案し、損失負担見積額を計上し

ております。
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６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しております。

表 示 方 法 の 変 更

前期まで区分掲記していた「未収金」（当期末の残高は 1,037 百万円）は、当期末において資産の総額

の 100 分の 1 以下となったので、流動資産の「その他」に含めて表示しております。

追 加 情 報

（退職給付会計）

　　　当期より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に係る意見書」（企業会計審議会

　　　平成 10 年 6月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して退職給付

　　　費用が90 百万円増加し、経常利益及び税引前当期純利益は同額減少しております。

　　　また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払の額は、退職給付引当金に含めて

　　　表示しております。

（金融商品会計）

　　　当期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　　  平成 11 年 1月 22 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、税引前当

      期純利益は 693百万円増加しております。

　　　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、子会社株式を除く全ての有価証券を

　　　その他有価証券に区分し、1 年以内に満期の到来する有価証券等は流動資産の「有価証券」とし、それ

　　　以外のものは「投資有価証券」として表示しております。その結果、「有価証券」は 3,342 百万円減少し、

　　　「投資有価証券」は同額増加しております。

（外貨建取引等会計処理基準）

　　　当期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改定に関する意見書」（企業

　　　会計審議会 平成 11 年10月 22 日））を適用しております。なお、この変更による損益への影響はありません。

（自己株式の表示方法）

　　　前期まで資産の部に表示していた「自己株式」（前期末の残高は 0 百万円）は財務諸表等規則の改正により、

　　　当期より資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。
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注 記 事 項

（貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期（第６３期）　　　　　　　　　　前期（第６２期）

１．有形固定資産減価償却累計額　　　　　　　　　５５，４７２百万円　　　　　　　　　５３，３７４百万円

２．関係会社に対する資産及び負債　　　　　未払金　３，６２７百万円　　　　　　未払金　２，６２７百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．担保に供している資産

　　　　建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，１８３百万円　　　　　　　　　　２，８８３百万円

　　　　土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，４４５百万円　　　　　　　　　　２，０３９百万円

　　

　　＊上記に対応する債務

　　　　長期借入金　　　　　　　　　　　　　　　　３，６３６百万円　　　　　　　　　　２，９０８百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（内 1 年以内返済予定額372 百万円）　（内1 年以内返済予定額272 百万円）

　

４．偶発債務

　（１）保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　３，８５２百万円　　　　　　　　　　５，８２１百万円

　（２）社債の債務履行引受契約に係る偶発債務　　　９，７００百万円

５．会社が発行する株式及び発行済株式の総数

　　　会社が発行する株式数…………１３１，０００，０００株

　　　発行済株式総数……………………７５，２９５，０２６株

６．発行済株式数の増加の内容

（１） 第三者割当による株式数の増加

① 発行株式数　　普通株式　１４，０００，０００株

② 発行価額　　　１株につき３２４円

③ 資本組入額　　２，２６８百万円

（２） 2004 年 8 月31 日満期円建転換社債の転換請求権行使による株式数の増加

　　①発行株式数　　普通株式　　５，２３８，７２８株

　　②発行価額　　　１株につき４４４円

　　③資本組入額　　１，１６３百万円

　　

（損益計算書関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期（第６３期）　　　　　　　　　　前期（第６２期）

１．関係会社に対する営業外収益　　　　　受取利息　　７６百万円
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（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　　　

当期（第６３期） 前期（第６２期）

取 得 価 額     

相 当 額     

減価償却累計額

相 当 額     

期 末 残 高     

相 当 額     

取 得 価 額     

相 当 額     

減価償却累計額

相 当 額     

期 末 残 高     

相 当 額     

器具及び備品   １,８５１ １，１９６ 　　 ６５４  １，５２０      ９１１ 　　 ６０９

そ の 他               ６          ５          １ 　　　 　６          ３          ３

合　　　計   １,８５８ １，２０２ 　　 ６５６ 　１,５２６ 　　 ９１４ 　　 ６１２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期（第６３期）　　　前期（第６２期）

　　　（２）未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　１　年　内　　　　　　　　　　　２７２百万円　　　　　　２７９百万円

　　　　　　　　　　　　１　年　超　　　　　　　　　　　３９８百万円　　　　　　３５１百万円

　　　　　　　　　　　　合　　　計　　　　　　　　　　　６７１百万円　　　　　　６３０百万円

　　　（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　　　　　　　　支払リース料　　　　　　　　　　３８０百万円　　　　　　３３６百万円

　　　　　　　　　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　３５１百万円　　　　　　３０９百万円

　　　　　　　　　　　　支払利息相当額　　　　　　　　　　２３百万円　　　　　　　２０百万円

　　　（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　　（５）利息相当額の算定方法

　　　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

　　　　　　については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

                                                    当期（第６３期）　　　前期（第６２期）

            未経過リース料

　　　　　　　　　　　　１　年　内                          ２百万円                ２百万円

　　　　　　　　　　　　１　年　超                    　    －百万円                ２百万円

　　　　　　　　　　　　合　　　計                          ２百万円                ４百万円
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（税効果会計関係）

                                                             

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

                                                                         （単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期（第６３期）  　　　　前期（第６２期）

  繰延税金資産

      貸倒引当金損金算入限度超過額                          ６２５　　　　    　　　　８６８

      役員退職慰労引当金の損金不算入                        １２８　　　　　　    　　１６８

      賞与引当金の損金不算入                                １２６　　　　　　　　    　８６

      繰越欠損金                     　　　　　　　　　　　 ４６５　　　　　　　　　　    －

　　　新規取得土地等に係る負債利子の損金不算入　　　　　　　　　－　　　　　　    　　　１１

　　　投資有価証券売却損の損金不算入　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　    ２，１３１

      投資有価証券評価損の損金不算入                    ２，１１１　　　　　    　１，２７３

　　　ゴルフ会員権評価損の損金不算入　　　　　　　　　　　　　８０　　　　　　　    　　　－

　　　退職給付引当金の損金不算入　　　　　　　　　　　　　　　５３　　　　　　　　　    　－

　　　未払事業税否認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８　　　　　    　　　　６６

      債務保証損失引当金の損金不算入                        １４７　　　　　　　    　１４７

　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　　　　　２７４　　　　　　　　　　　　－

      その他                                                １６３            　　　    ６４

      繰延税金資産合計                                  ４，１８６　　　　　　    ４，８１７

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期（第６３期）

法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ４２．１％

 （調整）

  交際費等永久に損金に算入されない項目　                  ２．０

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目　            △０．１

　住民税均等割等　                                        １．１

　その他　                                     　       △０．０

税効果会計適用後の法人税等の負担率                        ４５．１

 なお、前期（第６２期）については、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が

法定実効税率の１００分の５以下であるため記載を省略しております。
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役 員 の 異 動

（１）代表者の異動予定

 該当事項はありません。

（２） 退任予定監査役（5 月 25 日付）

 室 井   潔 （現  常勤監査役）


